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3篇からなる本論のうちの最終稿にあたる本稿では,バブル景気終蔦頃か

ら今日までの期間の高等学校の商業教育について検討する｡学習指導要領で

いえば 1999年,2009年のそれが対象となる｡

なお,本論でも前稿同様に,特に断りがない限り,実際に使われている名

称に関わらず,職業学科内の大学科で教科 ｢商業｣による科目単位数を学習

指導要領における専門 (職業)学科の専門 (職業)教育に必要な単位数とし

て履修することとしている学科を商業科とし,その商業科を有する高等学校

を商業高校とする｡ただし,複数学科併設校にあってはそのうちの商業科を

念頭に置いて商業高校という用語を用いるものである｡また,特に断りがな

い限り ,｢商業教育｣は商業高校における商業に関する教育を意味するもので

あり ,｢学習指導要領｣は各年の 『高等学校学習指導要領』を示し,用いる統

計は文部省あるいは文部科学省による 『学校基本調査報告書 (初等中等教育

機関 ･専修学校 ･各種学校編)』の各年度版である｡ 

Ⅴ,ビジネス教育と商業高校 

(1 年学習指導要領改訂の背1)999

① 就職需要の落ち込みと内部格差の拡大 

1990年代に入って以降,商業科の減少は進んだ｡その直接的な原因は,端

的には ｢需要の低下により生徒数が確保できなくなったから｣といえるので

あるが,その具体的な現象は 2つに整理することができる｡ 1つは,商業科

の募集停止である｡普通科など他の学科を同時に設置している高等学校にお

いて,特に私立の高等学校において,商業科の生徒募集の停止が進んだので

ある｡もう 1つは,総合化である｡1 991年の中央教育審議会の答申における

総合的な新学科の提案に端を発した総合学科の設置は 1994年から始まる｡そ

して,その多くが入試難易度の低い普通高校と低迷する職業高校の再生とい

う課題を課せられていた現実から,商業科から総合学科-と再編されること

も少なくなかったのである｡(17) 
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先の学習指導要領は,その策定作業と公示はバブル景気中,そして施行は

バブル崩壊後であった｡その改訂以降のわが国経済は,バブル景気を経て長

期の不況-となだれ込んでいった｡そして,その景気の後退による産業構造

の変化は生徒の卒業時における需要の低下という意味において高等学校全体

に多大な影響をもたらしたが,その影響は商業科など職業学科においてより

大きかったといえよう｡バブル景気時の就職における売り手市場化は高等学

校全体に及んだが,需要の低下の影響は相対的に就職率の高い職業学科にお

いて先行し,またより大きなものであったからである｡ 

21世紀を目前にして,商業科の学科数はほぼ 1,000にまで落ち込み,生徒

数は 40万人を切 り,高校生全体に占める商業科生徒の割合は恒常的に 1割を

切るようになっていった｡商業科から大学等-の進学率は 2割に近づき,専

門課程の専修学校-の進学率は 2割強となり,就職率は 5割を切るまでに落

ち込んでいく｡商業科を卒業する者で,卒業後すぐに就職するのはその半分

以下であって,およそ半分は進学する時代に入ったのである｡

学習指導要領の改訂に先立っての文部省初等中等教育局長の私的諮問機関

｢職業教育の活性化方策に関する調査研究会議｣による 1995年の最終報告,

ならびに理産審の 1998年答申のなかで 〔文部科学省HP ｢『将来のスペシャ

リス トの育成』に関する提言｣,2009年 1月アクセス〕,商業高校等をこれま

での職業高校から専門高校-とその呼称を変更すること,そこでの教育は継

続教育であり,産業界の要請を踏まえつつスペシャリス ト -向かう基礎教育

が重要であること等がいわれたが,その背景にはこのような商業科等の落ち

込みとその卒業者の進路状況の変化があった｡そして,この方針は一律的なも

のとして示されたため,かえって商業科等の位置づけを分かりにくくしてし

まったことは否めない｡しかし,それは従来職業教育とされてきたものの多

くが,すでに限定的にしか成立していないことを示めしていた｡そして,そ

れらを職業に直結する教育というよりも,普通教育をより高度に拡充させた

専門教育として考えることの必要性も示していたのである｡

商業科が生徒数を以前よりさらに確保できなくなっていった理由の 1つは, 
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それ以前から続く高学歴志向の一層の進展にある｡高校卒業後に進学するこ

とを想定した場合には,大学受験に有利な課程を設置する普通科-の進学が

一般的であるから,高学歴志向の高まりによって職業学科-の進学圧力は低

下するようになったのである｡もう 1つは,ツールや資格に関わる技術や知

識を教授する教育の場が拡大し,その一部が専修学校等-一層シフ トしてい

ったことにある｡高校卒業後に専修学校等-進学し,技術習得や資格の取得

を目指すのであれば,心理的な影響も含めて,あえて高等学校の段階で進路

をある程度限定してしまうと思える商業科-いくよりは,普通科に入学して

時間的な猶予を確保 したいと考える傾向が強くなったのである｡そして,商

業科が生徒を一層確保できなくなった最大の理由は,商業科において卒業後

の就職先を生徒が満足できる程度に質 ･量ともに十分に用意できなくなって

いったことがある｡

刈谷 (1991)は,高等学校の現場では教育的な責任をもって生徒の就職の

面倒をみる学校の進路指導と高等学校を通じて教育的におこなわれる就職と

いう日本的なメカニズムが働いてきたとする｡そして,それにともなう学内

選抜等によって高等学校は生徒のコミットメントを維持してきたという｡ま

た,その背景には経済成長とそれによる十分な労働力需要があり,結果とし

て他の先進諸国にはない高卒者の長期的 ･安定的な就職先確保 ･失業回避-

とつながったとする｡

それまで,高校卒業者の就職に関わって,高等学校と企業とが毎年安定的

に何人かの生徒を送 り込み,採用しあうという実績関係が強固に確立されて

いた｡それは,企業が特定の高等学校に推薦枠を設置する推薦指定校制,推

薦する生徒の校内選抜,推薦する生徒を複数の企業には推薦しない 1人 1社

制などといった生徒の職業-の移行を調整するシステムによって維持されて

いた 〔耳塚 ,2009,p.18〕｡そして,このようなシステムは普通高校より就職

希望者の多い職業高校においてより強固なシステムとして機能していたので

ある｡そのため,社会的な位置づけが低下していっても,商業科はある程度

の生徒を確保しつづけることができた｡すなわち,高校卒業後は就職 しよう 
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と考えている生徒にとって商業高校は意味ある存在だったのである｡ (18)

しかし,このような高等学校と企業との実績関係は 1990年代に入ると脆弱

化していった｡もともと就職者の多くない普通科に比すれば,商業科と企業

との実績関係はある程度は維持されていたとはいえ,その実績関係は確実に

脆弱化していったのである｡とりわけ,銀行や信用金庫などといった地元金

融機関-の就職は減少していくのである｡ただ,実績関係に関わる事情は各

商業高校によって大きく異なっていた｡バブル崩壊以降もある程度安定的に

実績関係を維持できた,あるいは進路指導としての就職指導を成立し得た商

業高校とそうでない商業高校の差は明確なものとなっていったのである｡前

者の多くは伝統あるいわゆる上位の商業高校であった｡ここに至って,商業

高校間格差の拡大が顕著になっていくのである｡( 19)このような内部格差の拡

大は,この時代を特徴づける現象である｡就職に繋がらない職業高校として

の商業高校は,生徒の学校-のコミットメントを維持する手段を失っていく

ことも多かった｡

このように,少なくともバブル崩壊までの職業高校としての商業高校の存

立を支えていた要因の 1つは,特殊 日本的な就職斡旋メカニズムにあったと

考えられる｡しかし,バブル崩壊後,規制緩和のなかで拡大し固定化されて

いく内部格差のなかで,そのようなメカニズムは広く十分に機能するもので

はなくなっていった｡そのため,高学歴志向をより一層推し進めることとな

るのである｡また,高度化し多様化していく就業に必要とされるスキルを効

率的に確実に習得するため,そして最低限の保障としての資格ではなく差別

的優位性を担保できる資格の取得のために,効率性を優先できる専修学校等

がその需要の多くを確保 していくこととなるのである｡その結果,総体とし

てみると,商業高校で学ぶことの,少なくとも就職におけるメリットは漸減

していき,商業高校-の需要は下落をたどることとなったのである｡

② 規制緩和と就労形態の変化 

1989年改訂の学習指導要領が 1994に施行されて,すぐにつぎの改訂は検 
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討され始めた｡1 996年の中央教育審議会の第 1次答申において｢ゆとり教育｣

が提言され,それに基づき完全学校 5日制の導入が提言された 〔文部科学省

編,2006,p.1〕｡その後,1999年には学習指導要領の改訂がなされ 2003年

から学年進行で施行されていった｡1 999年の学習指導要領では,完全学校 5

日制に基づき,卒業に必要とされる単位をそれまでの 80単位から総合的な学

習時間を含んで 74単位とし,普通教科においては教科 ｢情報｣を新設し,専

門教科については教科 ｢情報｣と教科 ｢福祉｣が新設された｡教科 ｢情報｣

は普通教科および専門教科それぞれに独立した教科として新設されたのであ

る｡ ( 20)

この改訂における教科 ｢商業｣の目標は,｢商業の各分野に関する基礎的 ･

基本的な知識と技術を習得させ,ビジネスに対する望ましい心構えや理念を

身につけさせるとともに,ビジネスの諸活動を主体的,合理的に行い,経済

社会の発展に寄与する能力と態度を育てる｣とされた｡この目標が先の 1989

年改訂学習指導要領のそれと大きく異なる点は,まず教科の目標において初

めて ｢ビジネス｣という文言を登場させ,その教育を強調したことである｡

また,技術や知識だけでなく心構えや理念にまで踏み込んでいる点にある｡

中央教育審議会等の一連の答申と学習指導要領の改訂作業およびその後の

施行までの時期はバブル崩壊後の不況が定着し長期化していく過程と一致す

る｡1 989年以降の日米構造問題協議を経て一気に規制緩和が進んだが,これ

ら一連の規制緩和の影響は高等学校商業教育のあり方に大きな影響を与えた

と考えられる｡ 

1990年に大店法の運用適正化と称した大規模小売店舗の出店規制の緩和

がなされ,1992年には大店法自体が緩和される｡その後,1994年の大店法運

用規準見直し,1997年の出店手続簡素化といった一連の出店規制緩和は地域

商業としての商店街を崩壊させ,大規模な小売店舗間の競争を加速させた〔番

堤,2003,第 5章〕｡ 1 990年代にわが国の小零細な小売商店は激減し,大規

模な小売店舗においては競争激化を背景に急激な合理化を採用していくこと

となるのである｡また,労働者派遣法 (｢労働者派遣事業の適正な運用の確保 
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及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律｣)は 1996年改正によって

人材派遣を利用できる専門業種が拡大され,その後の 1999年改正では人材派

遣対象業種が原則自由となるといった規制の緩和が進んでいく｡

このような規制緩和の流れのなかで,終身雇用,年功序列といった戦後の

産業界がっくりだした日本型経営システムは,その功罪は別として大きく質

を変え,従来からの就業構造は大きく変化していった｡それまで正社員によ

って賄われていた分野においても,派遣社員やパー ト･アルバイ ト労働等に

大きく依存する雇用システムが広範に採用されていった｡第 3次産業の労働

現場においてはすでに広範にみられた正社員以外の労働であるが,マネジメ

ント分野あるいは情報処理やシステム開発などの専門職分野においても広範

にみられるようになっていったのであるOそして,専門職分野における派遣

社員には一定のスキルが求められていったが,その多くは専修学校等におい

て習得するものとなっていったのである｡ 

(2)教科 ｢商業｣の内容とビジネス教育 

1999年改訂の学習指導要領における教科 ｢商業｣の目標に示された商業の

各分野とは,流通ビジネス科目群,国際経済科目群,簿記会計科目群,経営

情報科目群,総合学習科目群の 5つの科目群に対応する分野である 〔文部科

学省編,2006〕｡科目数はそれまでの 21から 17に減らされ,専門教育として

の商業科目の最低履修単位数はそれまでの 30単位から25単位とされた｡ま

た 1950年の学習指導要領以来,商業科目単位数に外国語のそれを 10単位ま

で含むことができるとされていたが,この改訂ではその上限が 5単位となっ

た｡さらに,それまでの学習指導要領では示されてきた小学科については,

それぞれの高等学校が生徒や学校の実態等を踏まえて適切に編成することと

なった｡

各分野の具体的な科目としては,流通ビジネス科目群には ,｢商品と流通｣･

｢商業技術｣･｢マーケテイング｣の 3科目が置かれ,国際経済科 目群には,

｢英語実務｣･｢経済活動と法｣･｢国際ビジネス｣の 3科目が置かれた｡簿記 
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会計科目群には,｢簿記｣･｢会計｣･｢原価計算｣･｢会計実務｣の 4科目が,そ

して経営情報科 目群には ,｢情報処理｣･｢ビジネス情報｣･｢文書デザイン｣･｢プ

ログラミング｣の 4科 目が置かれた｡また,｢課題研究｣と ｢総合実践｣の 2

つは総合学習科 目群の科目とされた｡なお,必修となった普通科目の ｢情報｣

については商業科 目の ｢情報処理｣で代替できるとされた｡科目設置にみる

特徴は,導入教育充実策としての ｢ビジネス基礎｣の新設と必履修化,国際

化 ･情報化-の対応強化の 2点にあると考えられる｡

図表 4 学習指導要領改訂による商業科目の新旧対照表 

(1989年改訂と 1999年改訂) 

1999年 1989年 1999年 198 

ビジネス基礎 9年

課題研究 課題 簿 記 簿 記

総合実践 研究総合 会 計 会 計

商品と流通 実践流
通経済商品

原価計算
会計実務

工業簿記

商業技術 計算事務商 情報処理 税務会計情報処理

マーケ

テイング

業デザイン

マーケテイング

ビジネス情報

文書デザイン

情報管理経営情報

文書処理

英語実務 英語実務
プログラミング プログラミング

経済活動と法 商業商業法規国際国際ビジネス 経営経済経済出所 :文部科学省編 (2006), 
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科目の統合状況 (図表 4)をみると,それまでの学習指導要領における ｢流

通経済｣と｢商品｣の 2科目を ｢商品と流通｣に統合し ,｢商業経済｣･｢経営｣･

｢国際経済｣の 3科 目を ｢国際ビジネス｣に統合する一方で,簿記 ･会計 ･

情報処理といったツール科目は存続させている｡概念的な基本科目を統合し

て,技術的な科目を中心に据え,教育課程全体をスリム化したものとなった

といえよう｡

また,国際化の進展を見据えての科目の再編成もおこなっている｡従来は

｢商業法規｣として流通経済分野に位置づけられていた ｢経済活動と法｣が,

｢英語実務｣や ｢国際ビジネス｣とともに国際経済分野に位置づけられたの

は特徴的である｡また,科目の目標にビジネスに関する心構えや理念の習得

が盛 り込まれたのは,高度化する経済社会のなかで企業倫理やコンプライア

ンスが重要視されてきたことを反映してのことである｡

｢ビジネス基礎｣の新設と必履修化は,それまでは,教科 ｢商業｣の目標

に応 じ,商業に関する基礎的 ･基本的な知識と技術の習得を通して,ビジネ

スの諸活動に対応できるような科目構成が意図されてきたのに対して,職業

あるいは企業の経済活動そのものについて学ぶなかに商業に関する基礎的 ･

基本的な知識の習得を盛 り込むという発想が科目構成に導入されたことを意

味する｡

科 目 ｢ビジネス基礎｣の内容は ｢商業の学習ガイダンス｣･｢経済生活とビ

ジネス｣･｢ビジネスと流通活動｣･｢ビジネスと売買取引｣･｢外国人とのコミ

ュニケーション｣の各項目からなり,具体的なその中身は商業や流通との関

係においてビジネスを学ぶ内容になっている｡ようするに,取引に関わる企

業の経済活動全体を概観する内容になっているのである｡その内容はともか

くも,それまで細切れに独立的に教授してきた教育のなかに,総論的な科目

を導入したことの意義は学問体系においても教育体系においても評価される

ものであり,また導入的であるという意味で商業高校の置かれている現実に

則したものであった｡

ただ,商業高校における専門 (職業)教育が,この改訂によって,商業教 
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青からビジネス教育に転換したということはできない｡既述 〔番場 ,2009a, 

p.30〕のように,元来,わが国の高等学校おける商業教育は産業横断的な商

売の教育という意味でビジネス教育であったからである｡高等学校における

商業教育に関わる少なくない論者は ,｢商業｣を ｢ビジネス｣に置き換えるこ

とをいわば強引におこない,それを評価していながら,しかし,商業科をビ

ジネス科に,教科 ｢商業｣を教科 ｢ビジネス｣に変更しようという話にはな

らないのである｡ ( 2)その結果,むしろ内容と呼称の矛盾をより深刻なものと1

してしまったのである｡苦肉の策として ｢商業 (ビジネス )｣という用語を頻

出させている｡

現実的な内容としては従来から商業科の商業教育の実際は産業横断的なビ

ジネス教育なのであって,商品の取引に関わる経済活動すべてをその対象と

してきたはずである｡ ( 22)にもかかわらず,ここにきて用語としての ｢商業｣

を ｢ビジネス｣に置き換えることの整合性のみを強調せざるを得なかったの

は,政策レベルではともかくも,まず商業高校の温存を第一義的前提にし,

その存在意義を示すためにどうするかという視点から出発していたからであ

る｡｢商業｣を ｢ビジネス｣と置き換え,｢マーケテイング｣･｢国際化｣･｢情

報化｣･｢コミュニケーション｣などといった用語を散りばめることによって,

なんとか商業高校の存在意義を示し,生徒数を確保したいというのがその真

の意図であったと考えられる｡ ( 23)

しかし,そのイメージ戦略に反して,実際には商業高校が大きな需要を確

保するほどの独自性を打ち出すことは難しかった｡商業高校では ｢ゆとり教

育｣のもとで専門教育の時間も削減する傾向に向かう｡そのため,十分な知

識やスキ′レを教授するために必要な時間が確保できないといった制約もあり,

その習得は不完全なままで生徒は修業年限を終えることもあった｡結果的と

して,スキルの教授は専修学校等によって担われる傾向をより定着させるこ

ととなっていくのである｡また,それまで教科 ｢商業｣に包含されてきた情

報関係の知識やスキルの教育は,教科 ｢情報｣の登場によって普通教育とし

ても位置づけられたことで,情報教育分野における商業科の優位性は揺らぐ 
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ヽヽ
こととなる｡情報教育は商業高校での数少ない売りであったが,その優位性

が揺らいだことの痛手は小さくなかったといえよう｡

高学歴志向や働き方の多様化で説明された非正規労働の拡大,フリーター

の増加といった社会現象が広範なものとなっていくなかにおいて,その是非

はともかくも,職業高校は多様な人生設計を拘束する効果を持つと思われ,

進路決定を先延ばしにすることができる普通科-の入学志向は強化され,商

業高校は需要を確保することがますます難しくなっていったのである｡この

ような商業高校における問題の深刻化は,中等教育機関としての高等学校全

体の問題とも深く関連する｡少子化が進み,一方で高等教育機関-の進学が

大衆化していくなかで,義務教育ではない高等学校の独自性とは何かが問わ

れ始めたといえるであろう｡

Ⅵ,格差拡大 と新学習指導要領 

(1)2009年学習指導要領改訂の背景 

(》社会的背景と新学習指導要額 

21世紀を迎えて,わが国経済は景気の回復傾向-向かうこととなる｡しか

し,それ以前の好景気と決定的に異なる社会的な背景があった｡それは少チ

高齢化の進行および人口増加の鈍化とその減少-の転換である｡

生徒の就職および企業の求人に関わっての現象としては,高等学校間で求

人の差異が顕著となったことがあげられる｡それは,この好景気が実感のな

い好景気といわれたように特定の人あるいは特定の組織にそのメリットが集

中するという格差を伴っていたことに原因がある｡そして,1999年に改正さ

れた男女雇用機会均等法 (｢雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の

確保等に関する法律｣)では,募集 ･採用 ･就労に関わり女性であることを理

由とする差別の禁止が示されが,2006年のその改正によって同法は,それら

における性別による差別を禁止する法律-と変わった｡この一連の流れは,

女子生徒がその多数を占める商業高校における進路指導の方法や就職指導の 
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方法に対して変更 ･改善を要求した｡

そのようななか ,2006年 12月に教育基本法が改正され,その後,その理

念に沿って学校教育法や教育職員免許法などが改正されていくこととなる｡

教育基本法の改正はそれまでの法を全部改正するものであったため,学習指

導要領の改訂はその後-と先延ばしされた｡

中央教育審議会は学習指導要領の改訂に向けて 2007年 10月に中間報告 

(｢審議のまとめ｣)を発表し ,2008年 1月に答申をまとめた｡その後, 2月

には,小学校と中学校の新学習指導要領案が公表され ,3月には公示された｡

一方,高等学校の新学習指導要領案は 2008年 12月 22日に公表され,その翌

日から 2009年 1月 21日までのパブリックコメントを経て 2009年 3月 9日に

公示された｡それぞれ先行実施される科目等もあるが,小学校は 2011年度か

らで中学校は 2012年度から全面実施され,高等学校の場合には 2013年から

学年進行で実施されることとなる 〔文部科学省 HP ｢新しい学習指導要領｣ , 

2009年 3月アクセス〕｡

② 進路多様校化する商業高校 

20世紀末はバブル崩壊以降の長期にわたる不況のなかにあった｡21世紀の

幕開けは,不景気のなかで始まったのである｡この長期にわたる不況は商業

高校にとっては卒業する生徒の進路決定に影響をもたらし,商業高校のあり

かたに影響を与えた｡高等学校卒業者採用枠の縮小に伴い就職先が確保でき

ない生徒が生じていったことは商業高校-の進学希望者をより減少させてい

った｡一方,この頃になると商業高校でも大学-の進学者が急激に増加して

いくとともに,専修学校 ･各種学校等-の進学者も増えていった｡その一方

で,進路が決まらないまま卒業していく生徒も増えていった｡商業高校は職

業高校でありながら進路多様校化 (24) していったのである｡ 

1980年代以降に高等学校の序列化による階層化は一層進んだが 〔番場, 

2009b,p.124〕,商業高校間における格差は先にみたように 1990年代に顕著

に拡大していった｡そして,その傾向は 2000年代を通してより急激なものと 
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なっていったのである｡社会における諸々の格差の拡大が所得格差を通して

学校間の格差に反映していったということに加え,学区の拡大がその格差を

広げる封助となった｡中学校の進路指導担当者は,将来大学-進学を希望す

る生徒であっても,中卒進路未決定者をださないためにと,合格させること

を第-目標にして職業高校-の受験を指導することも少なくなかった〔千葉, 

2007,p.24〕｡そして,拡大した学区のなかで,そのような指導はより広い範

囲から同程度学力の生徒を集める結果を招いていったのである｡そのような

なかでも,就職先が確実に確保できる商業高校も存在した｡相対的に入試難

易度が高い学校である｡ここに至って普通高校と職業高校といった差だけで

はなく,個別の高等学校レベルで学校間の格差は拡大し,固定化されていっ

たのである｡

就職先を安定的に確保できるかどうかは職業高校としての商業高校にとっ

ては,その存立を揺るがす大きな問題である｡以前は商業高校からコンスタ

ントに地域の有力企業や銀行 ･証券会社 ･信用金庫 ･信用組合などに人材を

輩出してきた.その枠は徐々に縮小してきたとはいえ女子生徒を中心に商業

高校-の需要は一定程度確保できていたが,バブル崩壊以降の長引く不況の

もとでそれらにおける高卒採用枠は急激に縮小していくとともに,商業高校

のなかでも上位のそれにのみ割り当てられるようになっていったのである｡

その一方,1990年代から 2000年代を通して加速化する少子化と大学 ･短

期大学の学部 ･学科の増加があいまって多くの大学 ･短期大学が学生数を確

保することに多くの労力と時間を傾注する必要に迫られていった｡その流れ

のなかで商業高校のなかにも大学 ･短期大学-の進学を希望する生徒が増え

ていったし,大学 ･短期大学のなかにはそのような生徒を推薦入試等で積極

的に入学させるところも増えていった｡

従来の推薦入試だけではなく,一般に自己推薦入試を意味するAO入試ほ

か多様な入試制度が各大学で広く導入された 1990年代中葉以降になると大

学はそれら制度を利用して学生を確保 しようとしていくようになる｡そして,

その傾向は 2000年代に入 りより急速なものとなっていった｡これらの入試制 

13 



駒津大学経済学論集 第 41巻 第 3号

度の多くが科目受験を伴わないものであるため,学力のみならず履修時間数

からも科目受験に不利であった商業高校生徒にとっては大学 ･短期大学入学

の可能性を広げることとなった｡それに応じて,商業高校側もその応募条件

に見合 うように生徒に対して各種活動を勧めたり,面接や小論文の指導をし

たりしていくようになる｡

企業との実績関係が崩れ就職斡旋先が確保できないなかにおいて,商業高

校なかでも入試難易度の低い商業高校では,就職指導よりも進学指導の方が

進路指導としては容易なものとなる状況もでてきた｡2 000年代も中頃になる

と,進学に伴 う生徒家庭の財政的なハー ドルさえクリアできれば,商業高校

にとって生徒を大学 ･短期大学-進学させることはそんなに難しいことでは

ない状況となっていた｡そして,それが商業高校にとっては就職未決定者を

減らす 1つの有効な方法となっていく｡それにより,商業高校と特に商学系

のいわゆる非ブランド大学の結びつきは強まっていった｡その結果,商業高

校は一層進路多様校 -と変わっていったのである｡

風間 (2007,p.200)は,従来は高卒者の職であったものに,より上位の学

歴すなわち専門学校卒や大卒等の学歴の者が就くという ｢学歴代替雇用｣の

傾向が 1990年代以降に強まっていったという｡また,大多和 (2007,p.216)

によれば,1970年代の拡大期に学校を支えていたのは,エリー ト層では学歴

社会という状況であり,ノンエリー ト層では学校に委任された職業的選抜で

あったが,これらはともに教育の成果がどれくらいの職業的な関連性をもち

得るかを直接問わない仕組みであって,とにかく学業競争に勝ち残れば安定

した良い暮らしが実現できる仕組みであった｡しかし,バブル崩壊以降は学

校入学での成功だけではそのような安定をもたらさない状況を生みだしてい

ったのである｡

けだし,拡大を前提としない社会のなかにあって,それまでの教育や学歴

と就労の関係は変容してきたと考えられるのである｡従来の終身雇用 ･年功

序列といった就労慣行の崩壊傾向,正規就労以外の多様な就労形態の出現,

高学歴化と大学進学率の上昇,大学の増加と学部 ･学科の増加,それらに対 
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応して大学の大衆化は進行した｡また一方で,学歴主義の変容と多様な専修

学校等の登場,そして法律の改正などもあって就労形態は多様なものとなり,

学歴代替雇用も広範なものとなっていった｡このような状況下で進路多様校

となった商業高校の,とりわけ入試難易度の低いそれらにおいては,生徒の

学校-のコミットメントは著しく低下していったのである｡ 

1990年代後半以降には,全体として企業との実績関係の維持は難しくなっ

ていったが,それでもある程度維持できた商業高校もあり,そのような学校

とそうでない商業高校との間での格差は拡大し,そうでない商業高校におい

ては就職未決定者率が高くなり,また進路未決定者を多く輩出していく傾向

が強くなっていったのである｡ ( 25)それまでの高等学校の序列化による階層化

に加えて,商業高校内部における序列化が一層進みその格差は固定化されて

いったのである｡そのため,それまでのような職業高校としての体をなすこ

とができなくなっていった商業高校も多数現れていくのである｡一方,少数

ながら,むしろ就職 ･進学など進路が多様であることを強みとして,縮小し

た商業高校-の需要の多くを吸収してしまうような商業高校も現れるように

なったのである｡ (26) 

(2)新学習指導要領における教科 ｢商業｣

新しい学習指導要領における高等学校の教育課程は,卒業までに修得すべ

き単位数は現行どおり 74単位,専門学科における専門科目の必履修単位数も

現行どおり 25単位としている｡商業科においては,この単位数のなかに外国

語に属する科 目の単位を 5単位まで含めることができる点も変更されていな

い｡

新しい高等学校学習指導要領にみられる政策的特徴は,理数教育および外

国語教育の充実であり,本論との関係でみれば改正教育基本法の｢教育目標｣

等における新たな規定に対応して,産業現場等において長時間の実習を取り

入れるなどの就業体験活動を充実させることで,望ましい勤労感 ･職業感を

形成するという点が示されたことにある 〔文部科学省 HP ｢新しい学習指導 
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要領｣ ,2009年 3月アクセス〕｡また,職業に関する教科 ･科目においては,

｢職業人としての規範意識や倫理観,技術の進展や環境,エネルギー-の配

慮,地域産業を担う人材の育成等,各種産業で求められる知識と技術,資質

を育成する観点から科目の構成や内容を改善 〔文部科学省 HP ｢新しい学習

指導要領｣ ,2009年 3月アクセス〕｣ したとされた｡

それにもとづいて,教科 ｢商業｣の目標は ｢商業の各分野に関する基礎的 ･

基本的な知識と技術を習得させ,ビジネスの意義や役割について理解させる

とともに,ビジネスの諸活動を主体的,合理的に,かつ倫理観をもって行い,

経済社会の発展を図る創造的な能力と実践的な態度を育てる｣こととされた｡

教科の目標については,倫理感の育成と創造性をやや強調したものとはなっ

ているが ,1999年改訂の学習指導要領におけるそれとの大きな違いはないと

いえよう｡

教科 ｢商業｣における科目はこれまでの 17科目を,｢ビジネス基礎｣･｢課

題研究｣･｢総合実践｣･｢ビジネス実務｣･｢マーケテイング｣･｢商品開発｣･｢広

告と販売促進｣･｢ビジネス経済｣･｢ビジネス経済応用｣･｢経済活動と法｣･｢簿

記｣･｢財務会計 Ⅰ｣･｢財務会計 Ⅲ｣･｢原価計算｣･｢管理会計｣･｢情報処理｣･

｢ビジネス情報｣･｢電子商取引｣･｢プログラミング｣･｢ビジネス情報管理｣

の 20科目に増加させている｡｢ビジネス基礎｣と ｢課題研究｣を原則必履修

科 目としている点は変更されていない｡

図表 5は 2009年改訂における商業科 目を 1999年改訂の学習指導要領にお

けるそれと対照したものである｡特徴的な点の第 1は,マーケテイング ･マ

ネジメントに関する内容を充実させたことである｡それまでの ｢マーケテイ

ング｣･｢商品と流通｣を ｢マーケテイング｣と ｢広告と販売促進｣に再編し

たことは,商品の社会的な移転といった流通機能についてよりも,企業のマ

ーケテイング ･ミックスの具体的な戦略というマネジメントを重視したもの

であるといえる｡そのうえで ,｢商品開発｣という科目を新設している｡また,

｢文書デザイン｣を ｢電子商取引｣に再構成するに際して,ウェブページを

利用した広告についても盛 り込むなど各所でマーケテイング･マネジメント , 
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高等学校における商業教育の変遷 (下) (番場)

とりわけプロモーション,コミュニケーションに関する内容の充実を図って

いる｡この点が今回の改訂における最大のポイン トであって,いわば商業教

育のコアを商品流通に関する教育からマーケテイング教育-転換 したものと

なっているのである｡もちろん,流通や商業に関する教育がなくなったわけ

ではないが,それらはマーケテイング ･マネジメン トにおけるチャネル論と

して展開されることが予定されているとみることができるのである｡

国表 5 学習指導要領による商業科目の新旧対照表 

(1999年改訂と 2009年改訂) 

2009年 1999年 2009年 199 

ビジネス基礎 ビジネス基礎

簿 記

財務会計 Ⅰ

9年

簿 記

会 計

課題研究 課題研究

総合実践 総合実

ビジネス実務 践商業技
術英語実務

財務会計 Ⅱ

原価計算管理会計情報処理

会計実務

原価計算マーケテイング マーケテイング

商品開発 ビジネス情報 情報処理ビジネス情報

広告と販売促進 商品と流通 電子商取引

ビジネス経済 プログラミング 文書デザイン

プログラミングビジネス

経済応用経済活動と法 国際ビジネス経 ビジネス情報管理

注 : 009年の ｢ 済活動と法2 マーケテイン

テイング｣と ｢商品と流通グ｣｣と ｢を 広告と販売促進｣は従前の ｢マーケ

2 電子商取引｣は従前の ｢分類整理したもの｡009年の ｢ 文書デザイン｣を再
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科目編成におけるマネジメント重視の傾向は,財務会計に対して経営の意

思決定に関わる｢管理会計｣という科目を新設したことからも分かる｡また,

もう 1つ特徴的なのは ,｢ビジネス経済｣を新設するとともに,それまでの｢国

際ビジネス｣を内容も見直し ｢ビジネス経済応用｣に名称変更していること

である｡学問体系でみればマクロ経済学とミクロ経済学という枠組みのなか

で経済理論を学ぶことが意識されたのである｡

新しい高等学校学習指導要領は公示されたばかりであって,文部科学省編

によるその解説も発刊されていないこの段階では,その評価はさだまってい

ないが,教科 ｢商業｣に関しては 1999年改訂の時のような大きな変革を伴 う

ものではなかったということができよう｡1 999年改訂におけるマネジメント

重視という方向性をより徹底したという点に今回の改訂のポイントはあると

考えられる｡この傾向は,大学の商学系学部におけるマネジメント重視-の

シフトと同じ傾向といえる｡流通論や商業論はマーケテイング ･マネジメン

ト論におけるチャネル論として取り扱 うという傾向である｡

おわりに

ここまで 3篇にわたって,わが国の商業高校の変遷について整理し,考察

してきた｡そして,その考察で切 り口としたのは産業構造の変化と高等学校

学習指導要領の変化との関連性であった｡そこからみえてきた商業高校の変

遷をみるうえでの指標となるのは, 1つは産業界の要請との関係であり,も

う1つは商業高校の社会的な位置づけの変化であった｡商業高校の位置づけ

はさらに,高等学校全体のなかにおける商業高校の位置づけと,商業高校間

における位置づけの 2つがあることがみえてきた｡

図表 6は商業科における専門科目の変遷等を示したものである｡ここから

まずわかるのは,科目数と景気変動ならびに産業構造の変化との連動性であ

る｡産業界が即戦力となる労働力を短期間で大量に必要とした高度経済成長

期には科目数は増え,科 目の内容はより細分化されたものとなっている｡ 
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高等学校における商業教育の変遷 (下) (番場)

その頃,産業界における大規模資本の要求は,産業および労働市場の二重

構造を前提にして,下請けとしての中小零細企業-の人材供給を確保するこ

とで,安価な労働力を低リスクで確保しよういうものであった｡また,地場

産業等にとって,地元の商業高校との間で維持された実績関係は,安定的に

一定水準の労働力が確保できるとともに,その定着率を高める効果をもつシ

ステムであった｡一方,商業高校にとってそれは,確実に卒業者を就職させ

ることができ,かつ学内選抜による斡旋を通して生徒の学校-のコミットメ

ントを維持することができるシステムであった｡生徒にとっても,そのよう

なシステムの効用は,商業高校-の進学が就職-と確実に結びつくという点

において意味をもっていたのである｡

国表 6 商業科における専門科目とその必履修単位数の変遷 

1950 (昭和 25)年

卒業必要単位数 85

商業科目必履修単位数 30 (外国語 10単位までを含むことができる)

【商業科目数 14】

｢文書実務｣･｢珠算及び商業計算｣･｢タイプライティング｣･｢速

記｣･｢統計調査｣･｢貿易実務｣･｢商業実践｣･｢商業経済｣･｢金融｣･

｢経営｣･｢商品｣･｢簿記会計｣･｢法規｣･｢商業外国語｣ 

1956(昭和 31)年

卒業必要単位数 85

商業科目必履修単位数 30 (外国語 10単位までを含むことができる)

【商業科目数 20】

｢商業一般｣･｢商事｣･｢経営｣･｢経済｣･｢商業法規｣･｢商品｣･｢商業

簿記｣･｢銀行簿記｣･｢工業簿記｣･｢会計｣･｢計算実務｣･｢文書実務｣･

｢和文タイプライティング｣･｢英文タイプライティング｣･｢速記｣･｢商

業英語｣･｢統計調査｣･｢商業美術｣･｢商業実践｣･｢貿易実務｣ 
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1960(昭和 35)年

卒業必要単位数 85

商業科 目必履修単位数 35(40以上が望ましい ;外国語 10単位までを

含むことができる)

【商業科目数 20】

｢商業一般｣･｢商事｣･｢経営｣･｢経済｣･｢商業法規｣･｢商品｣･｢商業

簿記｣･｢銀行簿記｣･｢工業簿記｣･｢会計｣･｢計算実務｣･｢文書実務｣･

｢和文タイプライティング｣･｢英文タイプライティング｣･｢速記｣･｢商

業英語｣･｢統計実務｣･｢商業美術｣･｢商業実践｣･｢貿易実務｣ 

1970(昭和 45)年

卒業必要単位数 85

商業科 目必履修単位数 35(外国語 10単位までを含むことができる)

【商業科 目数 36】

｢商業一般｣･｢経済｣･｢経営｣･｢商業法規｣･｢簿記会計 I｣･｢簿記

会計 Ⅱ｣･｢簿記会計 Ⅲ｣･｢工業簿記｣･｢銀行簿記｣･｢機械簿記｣･｢税

務会計｣･｢経理実践｣･｢事務｣･｢事務機械｣･｢事務管理｣･｢計算実

務｣･｢統計実務｣･｢経営数学｣･｢電子計算機一般｣･｢プログラミン

グ I｣･｢プログラミング Ⅱ｣･｢和文タイプライティング｣･｢英文タ

イプライティング｣･｢速記｣･｢秘書実務｣･｢事務実践｣･｢商事｣･｢売

買実務｣･｢商品｣･｢市場調査｣･｢広告｣･｢商業美術｣･｢商業英語｣･

｢商業英会話｣･｢貿易実務｣･｢貿易実践｣ 

1978(昭和 53)年

卒業必要単位数 80

商業科 目必履修単位数 30(外国語 10単位までを含むことができる)

【商業科 目数 18】

｢商業経済 Ⅰ｣･｢商業経済 Ⅱ｣･｢マーケテイング｣･｢商品｣･｢商

業法規｣･｢貿易英語｣･｢商業デザイン｣･｢簿記会計 I｣･｢簿記会

計 Ⅱ｣･｢工業簿記｣･｢税務会計｣･｢計算事務｣･｢総合実践｣･｢文

書事務｣･｢タイプライティング｣･｢情報処理 Ⅰ｣･｢情報処理 Ⅱ｣･

｢経営数学｣ 
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1989 (平成元)年

卒業必要単位数 80

商業科目必履修単位数 30 (外国語 10単位までを含むことができる)

【商業科 目数 21】

｢流通経済｣･｢計算事務｣･｢商品｣･｢マーケテイング｣･｢商業デ

ザイン｣･｢商業経済｣･｢経営｣･｢商業法規｣･｢英語実務｣･｢国際

経済｣･｢簿記｣･｢工業簿記｣･｢会計｣･｢税務会計｣･｢情報処理｣･

｢文書処理｣･｢プログラミング｣･｢情報管理｣･｢経営情報｣･｢総

合実践｣･｢課題研究｣ 

1999 (平成 11)年

卒業必要単位数 74

商業科目必履修単位数 25 (外国語 5単位までを含むことができる)

【商業科 目数 17】

｢商品と流通｣･｢商業技術｣･｢マーケテイング｣･｢英語実務｣･｢経

済活動と法｣･｢国際ビジネス｣･｢簿記｣･｢会計｣･｢原価計算｣･｢会

計実務｣･｢情報処理｣･｢ビジネス情報｣･｢文書デザイン｣･｢プログ

ラミング｣･｢課題研究｣･｢総合実践｣･｢ビジネス基礎｣ 

2009(平成 21)年

卒業必要単位数 74

商業科 目必要単位数 25 (外国語 5単位までを含むことができる)

【商業科 目数 20】

｢ビジネス基礎｣･｢課題研究｣･｢総合実践｣･｢ビジネス実務｣･｢マ

ーケテイング｣･｢商品開発｣･｢広告と販売促進｣･｢ビジネス経済｣･

｢ビジネス経済応用｣･｢経済活動と法｣･｢簿記｣･｢財務会計 Ⅰ｣･｢財

務会計 Ⅱ｣･｢原価計算｣･｢管理会計｣･｢情報処理｣･｢ビジネス情報｣･

｢電子商取引｣･｢プログラミング｣･｢ビジネス情報管理｣ 
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その後,高度経済成長の終鳶とともに商業高校-の産業界の即戦力供給の

要求は急激に弱まっていく｡そのため,商業科目数は減らされ,その内容は

基礎 ･基本を中心としたもの-と変化していったのである｡ただ,高学歴志

向を背景にした普通科志向の高まりのなかで商業高校の社会的な位置づけは

一貫して低下していったとはいえ,多くの商業高校が企業との実績関係を一

定程度維持できていた間は,商業高校の存在意義は就職につながるという意

味において担保されていたといえよう｡

商業高校の存在意義が強く問われるようになったのは,バブル崩壊後であ

る｡それまでの企業との実績関係をある程度でも維持していけたのは商業高

校のなかでも上位校といわれるものに限定されていったためである｡商業高

校と産業界との関係は限定的なものとなり,商業高校間の格差が急激に拡大

していったのである｡ 

1990年代における商業高校をめぐる問題の特徴は,商業高校間格差が拡大

していったことにある｡そして,その傾向は 2000年代に入ると一層進行して,

商業高校内部において企業との実績関係がある程度維持でき,むしろ進路が

多様であることを売りにできる少数の上位校と,それ以外の進路指導自体が

成立しにくくなっている学校という二極化が進行していくこととなるのであ

る｡

このような高等学校における商業教育の変遷とそれに関わる問題からみえ

てくるのは,高等学校における職業教育をめぐる問題は,高等教育が大衆化

していくなかで,義務教育である中学校教育と高等教育の中間に位置する高

校教育の独自性が薄れていったことに根本的な原因があるということである｡

職業選択の意思決定を先延ばしにする志向が強まった結果,高等学校の段階

では普通教育が相対的に重視されていったが,では,現在の商業高校の存立

要件とはなにか｡次稿以降では,高等学校における商業教育の変容と商業高

校の存立要件を探ることとする｡ 
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(17)総合学科の設置から今 日に至るまでの状況については,さしあたり服部 (2007)
を参照されたい｡ 

(18) 1990年代以前におけるこのような実績関係については, トーマス ･P･ローレ

ン (1988),刈谷 (1991),堀 (2008)において詳しい｡ 
(19) このような格差は都市と地方など地域によって事情は異なっていたと考えられ

る｡実績関係の維持が地域によって,あるいは学校のタイプによってどのように

異なっていたのかについては稿を改めて検討をするつもりである0 

(20)専門教科としての教科 ｢情報｣の新設と普通教科としての教科｢情報｣の必履修化

に伴って,その担当教員を確保するために,教科 ｢商業｣等の教員免許を有する

現職教員を対象に,現職講習会を受講させることによって ,2000年～2 002年の

間,教科 ｢情報｣免許を取得させるという措置がとられた｡この講習会の受講に

よっで情報関係分野を得意とする教科 ｢商業｣教員のなかには教科 ｢情報｣免許

を取得する現職教員もあった｡ 
(21)商業教育における ｢商業｣という名称表記に関して異論を呈するものは少なくな

い.その実際の教育内容には生産 ･流通 ･サービス ･情報などといった広い範囲

が含まれている状況から,実態に合わせた別の名称,例えば ｢産業経済｣などを

用いるべきであるとの見解は以前からあった｡例えば,上林貞治郎 (1971,pp.7-8)
は,｢商業高校｣に替わる名称として ｢産業高校｣あるいは ｢経済高校｣という例

を示している｡ 

(22)商業科での教育内容は商人による商品の社会的移転に限定されるものではなく,

経済活動全般に関わる実学教育,すなわち商売に関わる教育という意味でのビジ

ネス教育であるという認識は古くからあった｡そもそも,高等学校の商業教育に

おいては,呼称はともかくも,当初からビジネス教育はおこなわれてきたのであ

る｡そして,それは戦前の旧制学校制度における商業教育機関においても同様で

あった｡旧制学校制度下におけるその状況については,さしあたり天野 (2005)
を参照されたい｡また,高等学校での商業教育の中心がビジネス教育であったこ

とについては,文部省編 (1966,pp.3-4)において,中央産業教育審議会での議
論が紹介されているので参照されたい｡ 

(23) 同様のことは大学とりわけ短期大学においてもこの時期以降には多数みられた｡

しかし,その多くはそもそもの看板を商学部･商経学部 ･商学科などから｢経営｣･

｢流通｣･｢マーケテイング｣･｢ビジネスコ｣･｢ミュニケ-ション｣などといった

用語を交えた学部名 ･学科名に架け替えることで学生数を確保しようとしたもの

であった点で商業高校のそれとは根本的に異なるのである｡ 

(24) 酒井 (2007a,p.7)によれば ,｢進路多様校｣とは,もともとは普通科に関わり

使用されていた用語である｡普通科高校のなかで入試難易度の低い学校は生徒の

卒業後の進路が大学のほか専修学校や各種学校,就職,そして進路未定のままの

卒業などと多様に分かれていることから ｢進路多様校｣と呼ばれたのである｡ 
(25) この時期に商業高校間の格差が拡大していった様子は,地域内の商業高校のう

ちの トップ校と底辺校での 2003年度卒業者の進路を比較した風間 (2007,p.198)
に具体的に描かれている｡ 

(26) 酒井 (2007b)によれば,このような高等学校は例外であり,それぞれの職業科

の トップを占めるごく一部の学校 しか該当しない｡そして,就職-のパイプライ

ンを持たないという意味においては,入試難易度の低い普通高校も同様に進路指

導における困難を抱えているということである｡ 
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